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　全国の労働法制中央連絡会の取り組みや審議会等の状況を紹介していきます。
均等法改正案参議院で可決・参考人質疑について
男女雇用機会均等法改正案が4月28日参議院本会議で採決され、自民･公明･民主3党が提案した附則で「法施行5年後見直し」規定を挿入、全会一致で可決され、7項目の付帯決議が付された。共産･社民が修正案を共同提案したが否決。

全労連・労働法制中央連絡会は、4月26日に国会前座り込み行動に参加し、柴田全労連女性部長が均等法の実効ある改正を求める運動の状況報告し、均等法の実効ある改正を求める請願署名３万５９５０筆分を提出しました。国会に提出した署名の累計は９万９４２０筆となりました。
参考人として意見陳述を行ったのは、経団連・川本裕康、労働政策研究機構・今田幸子、連合・龍井葉二、住友電工(原告)・西村かつみ、中央大学教授・山田省三、弁護士・坂本福子の各氏。
　川本氏は「仕事と家庭の調和は、本来趣旨に沿わないものであり、概念導入には強く反対。間接差別概念はわかりにくく、どのような条件でも遡上にのぼり現場が混乱するので、導入に反対した。予測可能性を高めるため限定列挙を公益委員が提案し、しぶしぶ認めた。」と述べました。今田氏は今回の改正案を評価するとしつつ「仕事と家庭の調和は差別禁止と合わせて車の両輪として入れたかった」と述べました。
龍井氏は「改正均等法後10年、働き方が男性正社員基準にあわせられる女性と非正規雇用に2極化している。多様な働き方というが、そこに自由な選択はない。男女双方の禁止規定とし、男女ともに家庭的責任の果たせる働き方にしていかなくてはならない。仕事と生活の調和という理念は導入すべき。均等法制定前は多くの女性が半人前労働者として今の非正規労働者と同じ扱いだった。間接差別の導入は必要。実効ある改正のためには、例示列挙で、検証して進めていくことが適当」と指摘。
西村氏は「住友電工は高卒事務職採用で、30年勤続しても女性はひらのまま、男性は年功序列で昇格していき、24万円以上の格差になる。裁判で争ったが、採用区分が違う。よって均等法の対象外。コースが違うから格差があっても違法ではないと負けた。国際的に間接差別の定義がどう盛り込まれるのか注目されている。現在新卒採用は契約社員しか採用されない。これは、若年定年制の復活だ。差別が形を変えている」と訴えました。
坂本氏は「今回の案に大変がっかりしている。その第1は、生活と仕事の調和の理念が入れられなかった。政府統計で共働き夫婦の家事労働時間の調査がある。妻3時間34分に対し夫9分。これでは働き方も男女平等にならないのはあたりまえ。第2は間接差別を3つに限定したこと。研究会報告では7つの例が示された。3つに限定して、それ以外の問題で裁判が勝てるかというと、裁判官は法令、省令以上の判決は出さない。これは、自分が弁護した岡谷鋼機、兼松の商社の訴訟で経験済みだ。これらの裁判は10年かかった。判決は憲法14条の趣旨に反するが、当時の均等法は努力義務規定だったので、公序良俗には反しないとういもの。また、改正均等法は99年4月1日施行なので、99年3月31日以前の差別は違法ではないというまったく不条理なもの」とのべた。

労働法制改悪反対千葉県連絡会より「こんな労働契約法制はいらない！実効ある均等法の改正を！ ４.19学習決起集会」を開催
主催者あいさつにたった中丸素明代表委員（弁護士）は、労働法制改悪とたたかいの歴史を明らかにし、03年の労基法改正では財界の“解雇自由”の企みをはねかえして18条2項に“解雇規制”を盛り込ませた成果を強調。現在焦点となっている労働契約法制・時間法制は、現行の労働者保護を使用者保護法に変えるものであって誰もが望まない、一方、均等法を実効あるものにすることは誰もが望んでいることであり、労働者が一致する要求で運動するならば03年のように成果をかちとることができる、と呼びかけ、全労連・労働契約法制闘争本部の生熊茂実本部長（JMIU中央執行委員長）が、「緊迫する稀代の労働法制改悪とのたたかい」と題して講演を行いました。4.11にフランスでは青年と労働者の大きなたたかいで初期雇用契約が撤回され、日本では同じ4.11に厚労省が「労働契約法制定・労働時間法制改悪」に向けたたたき台を発表し、雇用を危うくし労働条件引き下げる労働法制改悪を加速するという正反対の出来事があり、この4.11厚労省“たたき台”を中心に講演を行いました。労働契約法と労働時間法制改悪のねらいは「8時間労働制を掘り崩し」「“労使自治”を打ち出のこづちにして、首切り・賃下げを自由化し」、「これまで勝ちとってきた判例の水準を崩壊させ」、「労働組合の組織化を妨害し、社会的地位を低下させる」ものだと指摘し、それぞれの内容と問題点を明らかにしました。学習し多くの国民に内容を知らせ、中央連絡会の5.18集会や、6.28決起集会を成功させ、共同を大きく広げて勝利しようと呼びかけました。続いて、「男女雇用機会均等法の改正」について、高橋高子弁護士が講演をしました。「すでに国会で審議されているが、最大の焦点である間接差別禁止の範囲を体型など非常に狭い範囲に制限し、正規とパートの差別是正などを盛りこまない、実効性に乏しいものである」と指摘しました。そして、丸子警報器事件判決、住友電工男女差別事件での裁判長の和解勧告を紹介し、実効ある均等法の改正のため、力を合わせましょうと呼びかけました。
また“労働契約法・時間法”では航空連成田地連が、“均等法”ではパート臨時のなかま千葉連絡会が、それぞれ現場からの報告を行いました。

【労働法制今後の取り組みについて】
●　労働条件分科会への要請書提出運動・・・「労働契約法制」と各組織のかかえる独自課題・具体的事例を結合させた要請書を地方労働局、厚生労働省に５月中旬をめどに提出を。
●　中央連絡会意志統一集会　「労働契約法制」と「労働時間法制」に係る検討視点が出され問題点が明らかに。緊急ですが参加を！　５月１８日（木）午後６時３０分　　全労連会館２Ｆホール

●　最賃闘争と結合して厚生労働省前行動などを取り組む。（日程　5/26、6/23、7/21）

●　「決起集会」の開催。６月２８日（水）午後６時３０分～　　文京シビック小ホール

内容は、①労働契約法制､労働時間法制をめぐる現局面と課題についての学習②新裁量労働

制など労働時間法制の規制緩和、はたらき過ぎ社会の告発。
※　働き方黒書募集中です。労働法制連絡会の取り組みなどをお寄せ下さい。
